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Ⅰ A Ⅰ 8 科学技術基本計画の 影響に関する 計量文献学的データに よ る 

マルチレベル 構造分析 (2) 

0 林 隆 Z  ( 大学評価・学位授与機構 ) , 富澤 宏 Z  ( 文科 省 ・科学技術政策研 ) , 

近藤正幸 ( 文科 省 ・科学技術政策研Ⅰ構図六 ) 

「． はじめに・ る 研究分野がいかに 変化しているかを 把握することも 

1996 年の科学技術基本計画では 日本の研究開発シス 求められる。 

テム の課題を指摘し、 公的研究費の 増額を要請すると 本稿ではこれら 3 つの次元から、 基本計画の策定 以 

ともに、 その後の施策の 方向を示した。 この基本計画 前を含めた 2(W 牢問の日本の 論文産出の特徴の 分析を行 

がもたらした 効果を把握するためには、 第 - には個別 ぅ 。 

の 施策自体の目標達成度合いな 分析することが 求めら 

れるが、 さらには、 その結果として、 研究の実施者の 2. 国全体レベルにおける 論文の分布 

構造や研究成果の 産出動向がいかに 変化してきたかを 2. 「 分析方法 

分析することが 求められる。 本分析は lSI 社のぶ， 7 館㏄ ぬ肪打 ㎝ わ セガ CD-ROM 版 

本稿では、 科学技術成果の 一つであ る論文データを (1982-2003 年 ) を用いて行った。 まず始めに、 そこに 収 

対象にした分析を 行い、 日本の研究開発システムが ど 録されている 全論文 ( 各年で 80 万件程度 ) それぞれに 

のように変化してきたかを 示す ( 特許を対象とした 分 ついて 2003 年までに引用された 回数を測定した。 次に 、 

析 結果については NTSTRP R 。 p 。 rt N 。 ． 79 を参照 ) 。 これ 被 引用数を分野ごとに 標準化した。 すな む ち 、 各ジャ 

までも科学技術白書等において、 国全体レベルでの 輪 一々 ル に付与されている 研究分野 (2002 年の場合には 

文 生産性の分析が 行われ、 日本は論文致では 世界二位 168) ごとに、 各論 よ がその研究分野の 同 -- 年に出版さ 

であ るが、 引用される回数 ( 被 引用数 ) が他国より 傾 れた全論文の 中で、 被 引用数の高い 順から五ィ 立 何 % 。 に 

いことが指摘されている。 しかしながら、 その内部構 入るかという 指標を求めた ' 。 この処理の結果、 各論文 

造は明らかではなく、 日本の研究開発システムのいか を当該分野において 板引用数が L 位 25% 、 25 円 0% 、 

なる特徴によりこの 傾向が生 - じているかは 不明であ る。 50-75% 、 75-100% の 4 つのグループのいずれに 入るかで 

本稿では、 次の 3 つの次元から 内部構造の分析を 行 う 。 区分した。 さらに、 高被 引用論文として 板引用数 L 位 

1 つ 目は、 分野ごとに標準化した 板引用数を用いた、 10% 論よも別に区分した。 

影響力の次元であ る。 上述のように 被 引用数の平均値 

が 他国より低いと 言っても、 この事は決して 全ての論 2. 2  校引用数ごとの 論文の占有率の 推移 

文の影響力が 平均 似 卜であ ることは意味しない。 日本 図 1 は、 上記のグループそれぞれについて、 日本の論 

は 影響力のあ る研究を増しているのか、 それとも影響 文の シェア ( 著者の所属機関に - つでも口木の 住所の 

ノ J の低い研究を 数ばかり増やしているのかを 詳細に 把 機関が入っている 論文の割合 ) を示している。 これは、 

握 することが必要であ る。 全 168 分野の結果を 集計したものであ る。 

二つ目の次元は、 論文の著者であ る研究実施者であ 図 1 からは、 この 20 年の間にどの 板引用数のバループ 

る 。 研究活動を月 - う 研究機関やセクター や 、 それらの においても、 日本のシェアが 伸びていることが 分かる。 

間の関係がいかに 変化しているかを 把握することは、 上述のように、 これまで円本の 相対引用度 (RCIU は常に 

国の研究開発システムを 議論するには 不可欠であ る。 0 ， 9 以下であ り、 他国よりも板引用数の 平均値が低いこ 

三つ目の次元は 研究分野であ る。 第二期基本計画で とが批判 t れてきたが、 実際には板引用数が L 位 I0% 

は 重点分野が設定されているため、 日本が強みを 有す   
，ただし、 複数分野にまたがるジャーナルは 分数カウントを 用いて 

  本稿は、 文科 省 科学技術振興調整 費 ( 林 、 富沢、 近藤 ) 、 科学研 おり、 ． A ョ方 肝ビやぶ c7(?WCR などの「学際分野」のジャーナルの 論文に 

究費 補助金および 大学評価・学位授与機構指標研究プロジェクト ついては、 個々の論よごとに、 その参考文献リストに 挙げられてい 
( 株 ) の研究成果であ る。 また、 本稿で示された 見解は著者ら 個人 る ジャーナルをもとに、 研究分野を決定した。 また、 Artic)e, Review   

によるものであ り、 著者らの所属する 機関を代表するものではない。 Letter, Note それぞれを分けて 分析を行った。 

一 91 一 



 
 

ヱ
六
 や
 Ⅰ
（
 
@
@
*
 

Ⅲ
）
 ト
 Ⅱ
小
畔
 呵
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

め
一
 

（
 

は
位
 

挙
止
 

 
 

科
布
 

林
 分
 

も
り
 

て
あ
 

見
に
 

経
年
変
化
を
 

が
拡
大
傾
向
 

ア
 

比
較
的
 

高
 
、
 
論
文
シ
ェ
 

%
 

 
 カ
 1
 

ア
位
 

エ
七
 

 
 

 
 
9
 

 
 

 
 

年
 
)
 

国
 

㎝
 

中
四
 

 
 

 
 

 
 

と
 

 
 本

各
 

 
 

 
 

図
 

 
 

 
 



いる。 

図からは大学セクターが 世界の中での 論文シェアを   
拡大しており、 また、 日本の論文 ( 共著外国貢献令を 

除く ) の中では常に 7 一 8 割を占めていることがわか 

る 。 すな む ち、 日本の研究開発における 大学セクター 

の 重要性はこの 20 年で変わっていない。 このような 傾 

  向は米国、 英国などでも 同様であ る (Leydesdorff 
農学。 

さ 06 2003)o   
05 

- 方で、 他のセクターをみると、 大学セクター と比 

    l0% l5% 20X  して論文シェアは 大きくないが、 理研や JsT 、 原 研など 
被 引用数上位 l0X 論文における 日本のシェア 

図 3 各分野ごとの 高校引用論文における 日本の占有平 を 含む特殊法人は 基本計画以降に 急速に拡大し、 論文 

(l999-200l 年 ) 数は 1,9 倍になっている。 特殊法人は、 被 引用数の高い 

10% 論文の相対的比率が 1990 年代後半から 上昇してい グループほど 論文シェアが 高いという傾向も 有してい 

る 。 一方で、 論文数の最も 大きい臨床医学や、 農学、 る 。 また、 国研についても 基本計画以降に 1.5 倍となっ 

薬理学などでは 双方の指標とも 低い。 ている。 一方で民間企業は 1992-1996 年をピークに 減少 

2001 年からの 策ニ期 科学技術基本計画では 重点 4 分 傾向にあ り、 0.7 倍となっている ( いずれも分数カウン 

野を含めた 8 分野が設定されている。 この重点化の 効 ト での 値 ) 。 

果は 、 本分析が対象とした 期間には時間的にほと 
12% 

んど現れていないと 考えられる。 現状について、 

SCI の 168 の研究分野のうちの 9 割以上が 8 分野の 一 l ㎝ 外国 ( 共著 分 ) 

っ 以上に入るよ う に 、 極めて幅広く 分類した場合 ヱ 
区分不能 

ハや その他 

には、 1999-2001 年の RCI  ( 相対板引用度 )  の平均 非営利法人 値は 、 製造技術 (1.03) 、 情報通信 (0.98) 、 ナノ テ 宗森忠 - 
企業 

病院 ク ・材料 (0.96) が高く、 フロンティア (0.83) 、 社 心 ト n ・ 公設計器 

会 基盤 (0.8 の 、 ライフサイェンス (0.89) が低い。         
特殊法人 

国研 

  大学 

3. 研究実施セクタ 一の変遷 

3. 1  分析方法   

叢ま 圭婁圭 目ま叢ま ま登ま礒 叢叢 呈 叢叢昌喜 営 
このような特徴を 有する日本の 論文は、 どのよ     

うなアクタ一によって 産出されているのか。 研究 

実施者の分析は 論文の著者の 所属機関をもとに 行うこ 

とができる。 本分析では、 所属機関名を 用いて、 大学 

や国研などのセクターごとに 分類した。 分類方法は 、 

まずはじめに Univ や Corp などのキーワードによって 粗 

く区分した後、 『全国試験研究機関名鑑』などを 用いて 

修正した。 なお、 2001 年の独法化以前のセクタ 一分類 

で整理している。 

3. 2  全体的傾向 

図 4 は各セクタ一の 論文数の世界シェアを 示したも 

のであ る。 集計は分数カウント ( 共著の場合に、 それ 

ぞれに分数を 集計 ) であ る。 そのため、 日本の機関と 

共著している 外国の機関の 貢献分も最上部に 示されて 
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図 4 セクターごとの 論文シェア 

3. 3  セクタ一間の 共著 

このような大学以覚のセクタ 一の傾向は、 大学セク 

タ一 と独立して生じているわけではない。 全数カウン 

トでみると、 大学セクターが 日本の論文の 85% に関与し 

ていることからも 予想できるよ う に 、 他のセクターは 

大学セクターとの 共著により論文数を 増加させている。 

企業が著者に 入っている論文のうちで、 大学セクタ 

一 との共著論文の 割合は 1991 年には 37% であ ったが、 

2001 年には 53% にまで達している ( 図 5L 。 企業は上述の 

ように 1990 年代後半から 論文数を減少させてきている 

が 、 その研究実施体制も 大学セクターとの 共同のもと 

  



で 基礎研究を展開するようにシフトしっつあ る。 

同様に、 公的研究所 ( 国研、 特殊法人、 公設試の合 

計 ) の論文のうちで、 大学セクターとの 共著の割合も、 

42% から 58% へ 増大しており、 - 層、 大学セクターを 中 

心とした ネ、 ッ トワーク型の 研究実施体制が 国レベルで 

形成されつつあ ると言える。 

公的研究所 
公的研究所 

4  364 

1991 年 2001 年 

図 5 セクタ一間の 共著の変化 

3. 4  大学セクタ一の 変遷 

国の研究開発の 中で中心的な 位置づけにあ る大学セ 

クターも、 その内部構造は -- 様ではない。 日本の大学 

セクター論文の 世界シェアは 20 年間で増加しているが、 

論文総数の多い 上位 8 大学 ( 旧セ 帝大および東工大 ) の 

世界シェアは 2-2.5% 程度と変化しておらず、 その他の 

国大、 公大、 私大の世界シェアが 上昇している ( 図 6L 。 

しかしながら、 被 引用数上位 10% の論文についてみると、 

上位 8 大学が大学セクタ 一の論文の半数を 占めている 

Ⅰその他 ( 短大、 高専等 ) 
  大学共同利用機関 

D 上位 8 大学以覚の国人   

のの㏄ の市の りの ウ つつのの㏄のののの ㏄㏄㏄ののののっ 亜のの宙のつ 毎 うの旬年つつつ 0 口   

図 6 全論文における 大学セクタ一の 内訳 
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図 7 上位Ⅰ㎝論文における 大学セクタ一の 内訳 

( 図 7L 。 その他の大学は、 被 引用数の低い 論文グループ 

において世界シェアが 高く、 増加傾向にあ る。 

この事は 2 つの特徴を示している。 "- つは、 日本の 

研究活動が多数の 大学によって 担われるよ う になりつ 

つあ るという、 アクタ一の拡大 ( 分散化 ) の傾向であ 

る 。 その原因には、 - つ には国全体のインプットの 拡 

充が挙げられ、 この 20 年間に大学数が 増加するととも 

に、 1990 年代前半から 博士課程学生数が 増加し、 基本 

計画以降には ボ ス ドク 支援 や 、 科研費などの 公的研究 

費の総額の増加が 行われている。 それとともに、 ]991 

年からの自己点検・ 評価の導入や、 その後の基本計画 

に基づく研究評価の 大綱制定による 研究評価の制度化 

など、 多様な圧力が 大学に研究成果を 多く産出するこ 

とをう な がしてきたことを 指摘することができる。 

しかしながら、 このような拡大傾向に 対して、 板引 

用数の上位の 論文に限れば、 少数の大学に 集中してお 

り、 その集中度合いは 20 年間ほ ほ 一定という特徴もあ 

る ( 集中の維持 ) 。 研究活動へのインプット 面でも同様 

な 傾向があ り、 上述のように、 国全体としてインプッ 

トが拡大傾向にあ るにもかかわらず、 h@ 立 8 大学が大， 学 

セクタ一の中で 占める割合は 博士課程学生で 32% 、 科研 

費 では 48% と高く (2002 年 ) 、 これらの割合に 大きな経 

年変化は見られない。 つまり、 教員数当たりでみた 資 

源の集中は増しており、 それが影響力の 高い研究成果 

の産出を支えてきたと 考えられる。 さらに、 これら少 

数の大学と、 地大学や他セクタ 一の共著も増加傾向に 

あ り、 これら大学がハブとなったネットワーク 構造が 

助長されつつあ る。 

4. おわりに 

本分析では、 基本計画以降に 特殊法人などによる 被 

引用数の高い 論文の産出の 増加などの現象をみること 

ができた - 方、 多くの変化は 基本計画以双から 継続す 

る 傾向を維持あ るいは強化するものとして 現れた。 こ 

れは第   - 期基本計画もそれ 以前の施策からの 連続性を 

有していることを 反映している。 しかしながら、 その 

ために特定の 施策の導入が 影響を及ぼしたか 否かは論 

文分析結果には 明確には現れなかった。 今後は、 基本 

計画との関係を 直接的に把握するために、 被 引用数 L 

位論文の著者へのアンケート 調査により、 いかなる施 

策が研究活動や 成果に影響を 与えたのかを 特定するこ 

とを予定している。 
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